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ページ・項 現行 改正案 備考 

P.1 

第１章 

 総則 

1.2  

用語の定義 

４ 水防管理団体（法第２条第１項） ４ 水防管理団体（法第２条第２項） 根拠条文の修正 

 

P.1 

第１章 

 総則 

1.2  

用語の定義 

６ 水防管理者（法第２条第２項） ６ 水防管理者（法第２条第３項） 根拠条文の修正 

P.1 

第１章 

 総則 

1.2  

用語の定義 

８ 消防機関の長（法第２条第４項） ８ 消防機関の長（法第２条第５項） 根拠条文の修正 

P.1 

第１章 

 総則 

1.2  

用語の定義 

１０ 量水標管理者（法第２条第６項、法第１２条） 

量水標その他の水位観測施設の管理者をいう。 

１０ 量水標等および量水標管理者（法第２条第７項、法第１２条） 

量水標等とは、量水標その他の水位観測施設の管理者をいい、量水標

管理者とは、それらの施設の管理者をいう。 

根拠条文の修正 

定義の修正 

P.3 

第１章 

 総則 

1.2  

用語の定義 

２３ 浸水想定区域（法第１４条） 

洪水予報河川及び水位周知河川について、洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保

し、水災による被害の軽減を図るため、河川整備の計画降雨により当該河川が

氾濫した場合に浸水が想定されるとして国土交通大臣又は知事が指定した区域

をいう。 

２３ 浸水想定区域（法第１５条第１項） 

洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域又は高潮浸水想定区域を

いう。 

根拠条文の修正 



【水防管理団体版】 

- 2 - 

P.3 

第１章 

 総則 

1.2  

用語の定義 

（新規） ２８  洪水浸水想定区域 

国土交通大臣又は知事が、洪水予報河川、水位周知河川について、当

該河川が氾濫した場合に浸水が想定されるとして指定する区域（法第１

４条第１項） 

定義の追加 

P.4 

第１章 

 総則 

1.2  

用語の定義 

（新規） ２９  雨水出水浸水想定区域 

知事又は市町村長が、水位周知下水道について、雨水を排除できな

くなつた場 

合又は河川等に雨水を排除できなくなつた場合に浸水が想定され

るとして指定する区域（法第１４条の２第１項）  

定義の追加 

P.4 

第１章 

 総則 

1.2  

用語の定義 

（新規） ３０  高潮浸水想定区域 

   知事は、水位周知海岸について、高潮による氾濫が発生した場合

に浸水が想定されるとして指定した区域（法第１４条の３第１項） 

定義の追加 

P.4 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

１ 水防管理団体等の責任 

(1) 水防法上の一次的責任 

水防管理団体である碧南市は次の事項によりその管轄区域内の水防を十分

に果たすべき責任を有する（法第３条）。具体的には次のような事務を行う。 

１ 水防管理団体等の責任 

(1) 水防法上の一次的責任又は権限 

水防管理団体である碧南市は次の事項によりその管轄区域内の水防を

十分に果たすべき責任（法第５条の水防団等の所轄にかかる事項を含む）

を有する（法第３条）。具体的には次のような事務を行う。 

一部追加 

P.4 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

エ 水防倉庫の設置及び資器材の備蓄（法第３条） 

オ 通信連絡系統を確立すること（法第２７条、法第３条） 

エ 水防倉庫の設置及び資器材の備蓄（法第２条第６項、法第３条） 

オ 通信連絡系統を確立すること（法第２条第６項、法第３条） 

 

 

 

根拠条文の追加、修

正 

P.4 （新規） カ 随時区域内の河川、海岸堤防等を巡視し、水防上危険であると認められ 定義の追加 
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第１章 

総則 1.3  

水防の責任 

る箇所があるときは、直ちに当該河川、海岸等の管理者に連絡して必要な

措置を求めること。（法第９条） 

P.4 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

カ 水位状況の関係者への通報（法第１２条） 

キ 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のための

措置（法第１５条） 

ク 水防団（消防団）を出動させ、又は出動の準備をさせること（法第１７条） 

キ 水位状況の関係者への通報（法第１２条） 

ク 浸水想定区域における円滑かつ迅速な避難の確保及び浸水の防止のた

めの措置（法第１５条） 

ケ 水防団（消防団）を出動させ、又は出動の準備をさせること（法第１７

条） 

 

P.4 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

ケ 警戒区域を設定し、立入を禁止若しくは制限し、退去を命ずること（法第

２１条） 

コ 警戒区域を設定し、立入を禁止若しくは制限し、退去を命ずる水防団に

指示すること（法第５条第３項、法第２１条第１項） 

根拠条文の追加、修

正 

P.4 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

コ 警察官の出動を求めること（法第２２条） 

サ 他の水防管理団体への応援要請及び応援に要する費用の要請者負担（法第

２３条） 

サ 警察官の出動を求めること（法第２２条） 

シ 他の水防管理団体への応援要請及び応援に要する費用の要請者負担（法

第２３条） 

 

P.4 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

（新規） 

 

ス 水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をして水

防に従事させること（法第２４条） 

 

定義の追加 
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P.4 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

シ 堤防決壊等の通報（法第２５条） セ 水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときに、直ちにこれを関

係者に通報すること（法第２５条） 

 

文言の修正 

P.4 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

ス 決壊後の被害の拡大の防止（法第２６条） ソ 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、できる限り氾濫によ

る被害が拡大しないように努めること（法第２６条） 

文言の修正 

P.5 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

セ 水防上緊急の必要があるときの公用負担権限の行使（法第２８条） 

ソ 危険が切迫しているときに必要な区域の居住者に対する立退きの指示（法

第２９条） 

タ 避難所の指定、食糧の備蓄（法第３条） 

 

タ 水防上緊急の必要があるときの公用負担権限の行使（法第２８条） 

チ 危険が切迫しているときに必要な区域の居住者に対する立退きの指示

（法第２９条） 

ツ 避難所の指定、食糧の備蓄（法第３条） 

 

P.5 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

チ 水防に要する費用の負担（法第４１条） 

ツ 法第２４条により水防に従事した者に対する災害補償（法第４５条） 

テ 水防に要する費用を負担すること（法第４１条） 

ト 法第２４条により水防に従事した者に対する災害補償をすること 

（法第４５条） 

文言の修正 

P.5 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

テ 水防に関する報告の提出（法第４７条） 

ト 平常時における区域内の河川、遊水地、海岸等の巡視及び異常箇所の 

通報（法第９条） 

ナ 消防事務との調整（法第５０条） 

ニ 水防協力団体の指定、公示（法第３６条、法第３９条） 

ヌ 水防協力団体に対する必要な情報の提供又は指導若しくは助言 

ナ 水防に関する報告の提出（法第４７条） 

ニ 平常時における区域内の河川、遊水地、海岸等の巡視及び異常箇所の 

通報（法第９条） 

ヌ 消防事務との調整（法第５０条） 

ネ 水防協力団体の指定、公示（法第３６条、法第３９条） 

ノ 水防協力団体に対する必要な情報の提供又は指導若しくは助言 
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（法第４０条） 

ネ 水防計画の策定、要旨の公表、知事への届出（法第３３条第１項・第３項、

法第４９条第１項） 

ノ 水防活動従事者の安全への配慮（法第３３条第４項） 

ハ 毎年の水防訓練（法第３２条の２） 

（法第４０条） 

ハ 水防計画の策定、要旨の公表、知事への届出（法第３３条第１項・第３

項、法第４９条第１項） 

ヒ 水防活動従事者の安全への配慮（法第３３条第４項） 

フ 毎年の水防訓練（法第３２条の２） 

P.5 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

(2) 水防協力団体の責任 

水防協力団体は次の事項の責任を有する。 

ア 水防団又は消防機関が行う水防上必要な監視、警戒その他の水防活動への

協力（法第３７条第１号） 

イ 水防に関する情報又は資料の収集、提供（法第３７条第２号） 

ウ 水防に関する調査研究、知識の普及及び啓発（法第３７条第３号、第４号） 

エ 水防団及び水防を行う消防機関との密接な連携（法第３８条） 

(2) 水防協力団体（代表者）の業務又は権限 

ア 水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときに、直ちにこれを

関係者に通報すること（法第２５条） 

イ 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、できる限り氾濫に

よる被害が拡大しないように努めること（法第２６条）  

ウ 水防団及び水防を行う消防機関と密接に連携し、水防上必要な監視、

警戒その他水防活動へ協力すること（法第３７条第１号、第３８条） 

エ 水防に必要な器具、資材又は設備を保管し、及び提供すること（法

第３７条第２号） 

オ  水防に関する情報又は資料の収集、提供をすること（法第３７条第

３号） 

カ  水防に関する調査研究、知識の普及及び啓発をすること（法第３７

条第４号、第５号） 

定義の追加 

文言の修正 

P.6 

第１章 

 総則 

1.3  

水防の責任 

（新規） 

 

(4) 水防団（水防団長、水防団員）の責任又は権限 

ア 随時区域内の河川、海岸堤防等を巡視し、水防上危険であると認め

られる箇所があるときは、直ちに当該河川、海岸等の管理者に連絡して

必要な措置を求めること。（法第９条） 

イ 水防上緊急の必要がある場所に赴くときに、一般交通の用に供し

ない通路又は公共の用に供しない空地及び水面を通行すること（法第

１９条） 

ウ 水防上緊急の必要がある場所においては、警戒区域を設定し、水

定義の追加 
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防関係者以外の者に対して、その区域への立入りを禁止し、若しくは

制限し、又はその区域からの退去を命ずること。（法第２１条）  

エ 水防管理団体の区域内に居住する者、又は水防の現場にある者をし

て水防に従事させること（法第２４条） 

オ 水防に際し、堤防その他の施設が決壊したときに、直ちにこれを

関係者に通報すること（法第２５条） 

カ 堤防その他の施設が決壊したときにおいても、できる限り氾濫に

よる被害が拡大しないように努めること（法第２６条）  

キ 水防上緊急を要する通信のために、電気通信設備を優先的に利用し、

又は警察通信施設等をしようすること（法第２７条） 

ク 水防上緊急の必要があるときの公用負担権限を行使すること（法第

２８条） 

P.17 

第６章 

水防に関す

る予報・警報 

6.1 

水防に関連

する予報・警

報の種類と

発表基準 

１ 気象、高潮及び洪水についての予報・警報（名古屋地方気象台発表） 

(9) 気象情報 

エ 「竜巻注意情報」…積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による

激しい突風に対して注意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されている状

況下において竜巻等の激しい突風の発生する可能性が高まった時に、愛知県

（県単位）に発表される。 

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、

その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に高まっている

旨を、愛知県（県単位）で発表される。 

１ 気象、高潮及び洪水についての予報・警報（名古屋地方気象台発表） 

(9) 気象情報 

エ 「竜巻注意情報」…積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等によ

る激しい突風に対して注意を呼びかける情報で、雷注意報が発表されてい

る状況下において竜巻等の激しい突風の発生する可能性が高まった時に、

愛知県西部と愛知県東部を発表区域として発表される。 

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を

示し、その周辺で更なる竜巻等の激しい突風が発生するおそれが非常に

高まっている旨を、愛知県西部と愛知県東部を発表区域として発表され

る。 

文言の修正 

P.20 

第６章 

水防に関す

る予報・警報 

6.1 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

 

 

 

２ 津波警報等の種類・内容等（気象庁発表） 

津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

 

 

 

文言の修正 
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水防に関連

する予報・警

報の種類と

発表基準 

津波警
報等の
種類 

発表
基準 

津波の
高さ予
想の区
分 

発表される津波の高さ 津波警報等を

見聞きした場

合にとるべき

行動 

数値での

発表 

定性的表現

での発表 

 

津波警
報等の
種類 

発表
基準 

津波の
高さ予
想の区
分 

発表される津波の高さ 津波警報等

を見聞きし

た場合にと

るべき行動 

数値での

発表 

巨大地震の

場合の発表 

 

P.32 

第９章 

水防活動 

9.1 

雨量・水位・

潮位の監視

と通報 

 

所
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追加 

P.33 

第９章 

水防活動 

9.1 

雨量・水位・

潮位の監視

と通報 

５ 愛知県水防テレメータシステム潮位観測局 

  注）氾濫危険水位：現在の河川が洪水を安全に流すことができる水位。な

お、水防警報（水位周知）基準観測局においては、河川全域で評価し

た水位であるが、その他の基準観測局においては、当該観測局の地点

で評価した水位である。 

５ 愛知県水防テレメータシステム潮位観測局 

注）氾濫危険水位：洪水により相当の家屋浸水等の被害を生じる氾濫の

恐れがある水位。 

  なお、水防警報（水位周知）基準観測局においては、河川全域で評

価した水位であるが、その他の基準観測局においては、当該観測局

の地点で評価した水位である。 

文言の修正 

P.34 

第９章 

水防活動 

9.1 

雨量・水位・

潮位の監視

水 
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数値の修正 
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と通報 

 

矢
作
川 

矢
作
川 

米
津 

4.90ｍ 6.00ｍ 7.50ｍ 9.10ｍ 9.40ｍ 

 

矢
作
川 

矢
作
川 

米
津 

4.90ｍ 6.00ｍ 7.50ｍ 9.90ｍ 10.30ｍ 

P.48 

第９章 

水防活動 

9.6 

避難 

３ 避難所の設置 

避難先は、直近で防災上安全な公共建物を優先利用するが、市地域防災計

画で指定している避難所とする。（資料編-資料１０） 

ただし、矢作川、高浜川水系の各河川の洪水による被害を防ぐため、避難

勧告等を発令した場合の水害時の避難所として（資料編-資料１１）のとお

り指定する。 

また、水害時の緊急避難先として市内の非木造で３階建以上の建築物を一時

待避所として（資料編-資料１２）のとおり指定する。 

３ 避難所の設置 

避難先は、直近で防災上安全な公共建物を優先利用するが、市地域防

災計画で指定している避難所とする。（資料編-資料１０） 

 

（削除） 

 

また、水害時の緊急避難先として水害時避難場所（一時退避場所所）を

（資料編-資料１１）のとおり指定する。 

文言の修正 

（避難所等の指定

及び名称変更によ

る） 

P.57 

第１０章 

他の水防機

関等との協

力応援 

10.2 

応援及び応

援等の相互

協定 

１ 河川管理者の協力（法第３３条、河川法第２２条の２） 

２ 居住者の義務等 

３ 警察官の応援 

４ 他の水防管理団体の応援 

５ 自衛隊の応援 

６ 水防協力団体 

７ 相互応援協定 

（河川管理者の協力は第三節（新設）へ） 

１ 居住者の義務等 

２ 警察官の応援 

３ 他の水防管理団体の応援 

４ 自衛隊の応援 

５ 水防協力団体 

６ 相互応援協定 

 

節の新設に伴い記

載変更 

P.59 

第１０章 

他の水防機

関等との協

力応援 

10.3 

応援及び応

（第２節 １ 河川管理者の協力から移動、新設） 

 

１ 河川管理者の協力（法第３３条、河川法第２２条の２） 

(1) 国土交通省管理河川（所管：中部地方整備局豊橋河川事務所、関係河川：

矢作川）河川管理者（国土交通省中部地方整備局長）は、水防管理団体（碧南

市）が行う水防のための活動に対して、可能な範囲で次の協力を行う。 

ア 河川に関する情報の提供 

イ 重要水防箇所の合同点検の実施 

第三節 河川管理者の協力事項 

 指定水防管理団体が行う水防のための活動に、河川管理者の協力を得る

こととして、当該指定水防管理団体の水防管理者が水防計画に河川管理者

が協力する事項を記載するときは、水防法第３３条第４項で準用する第７

条第３項により、当該事項について、あらかじめ、河川管理者に協議し、

その同意を得ることとされている。 

 本水防計画においては、水防管理者が行う河川管理者（国土交通大臣およ

節の新設に伴い記

載変更 

文言の追加・変更 
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援等の相互 ウ 水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

エ 水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材で不足するような緊急事態

に際し、河川管理者の応急復旧資器材又は備蓄資器材の提供 

オ 水防活動の記録及び広報 

び知事）との協議に資するため、河川管理者が協力を行うこととする事項は、

以下のとおりとする。 

１ 河川管理者の協力 

(1) 国土交通省管理河川（所管：中部地方整備局豊橋河川事務所、関係河

川：矢作川）河川管理者（国土交通省中部地方整備局長）が、指定水防管理

団体（碧南市）が行う水防のための活動に協力する事項については、次のと

おりとする。 

ア 河川に関する情報の提供 

イ 重要水防箇所の合同点検の実施 

ウ 水防管理団体が行う水防訓練及び水防技術講習会への参加 

エ 水防管理団体及び水防協力団体の備蓄資器材で不足するような緊急

事態に際し、河川管理者の応急復旧資器材又は備蓄資器材の提供 

オ 水防活動の記録及び広報 

 


